
国の基本指針における市町村子ども・子育て支援計画について 
 
 市町村子ども・子育て支援事業計画は，基本的に幼児期の学校教育・保育・地域の

子育て支援について，市町村が定める区域ごとに，５年間の計画期間における「量の

見込み」，「確保の内容」，「実施時期」を記載する。 
 なお，国の基本指針では，市町村子ども・子育て支援事業計画においてさだめなけ

ればならない「基本的記載事項（必須）」と，地域の実情に応じて定めることとする

「任意記載事項」が規定されている。 
 
【基本的記載事項】 

 
１ 教育・保育提供区域の設定に関する事項 
  
２ 各年度における教育・保育の量の見込並びに実施しようとする教育・保育の提供

体制の確保の内容及びその実施時期に関する事項 
   各年度における教育・保育の量の見込み 
  ○ １号認定子どもの特定教育・保育施設に係る必要利用定員総数 
  ○ ２号認定子どもの      〃 
  ○ ３号認定子どもの      〃 
   実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 
  ① 実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 
  ② 市町村の認可に係る需給調整の考え方 
   ア 市町村の認可に係る需給調整の基本的考え方 
   イ 子ども・子育て支援事業計画において実施しようとするものとして定めら 
    れた教育・保育の提供体制の確保の内容に含まれない地域型保育事業の認可 
    申請に係る需給調整 
 
３ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・

子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期に関する事項 
   地域子ども・子育て支援事業の量の見込み 
   実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保内容及びその

実施時期 
 
４ 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推 
 進に関する体制の確保の内容に関する事項 
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【任意記載事項】 

 
１ 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業 
 の円滑な利用の確保に関する事項 
 
２ 子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施 
 策との連携に関する事項 
   児童虐待防止対策の充実 
  ① 関係機関との連携及び市町村における相談体制の強化 

  ② 発生予防，早期発見，早期対応等 

  ③ 社会的養護施策との連携 

   母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進 

   障がい児施策の充実等 

 

３ 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用 

 環境の整備に関する施策との連携に関する事項 

   仕事と生活の調和の実現のための働き方を見直し（長時間労働の抑制に取り組 

  む労使に対する支援等を含む） 

  ① 仕事と生活の調査の実現に向けた労働者，事業主，地域住民の理解や合意形 

   成の促進及び具体的な実現方法の周知のための広報，啓発 

  ② 法その他の関係法律に関する労働者，事業主，地域住民への広報，啓発 

  ③ 仕事と生活の調和及び子ども・子育て支援に取り組む企業及び民間団体の好 

   事例の情報の収集及び提供等 

  ④ 仕事と生活の調和に関する企業における研修及びコンサルタント，アドバイ 
   ザーの派遣 
  ⑤ 仕事と生活の調和の実現に積極的に取り組む企業の認証，認定や表彰制度等 
   仕事と生活の調和を実現している企業の社会的評価の促進 
  ⑥ 融資制度や優遇金利の設定，公共調達における優遇措置等による，仕事と生 
   活の調和の実現に積極的に取り組む企業における取組の支援 
   仕事と子育ての両立のための基盤整備 


